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本市の人口減少への

思いと取組

　　令和７年国勢調査の速報

値を受けた市長の見解は。

　　 本 市 の 人 口 は 速 報 で

101,941 人と、令和２年の前回

調査から 9,340 人減少し、人口

減少に歯止めがかからず、厳

しい状況が続いている。今回

の減少は、死亡数が出生数を

上回る自然動態による減少が

主な要因ではないかと考える。

　 今 後 は 確 定 値 を 基 に 分 析

を進め、若い世代にいかに本

市に住んでもらうかという観

点から国が進める施策への対

応や本市独自の取組を進める

ことで、若者が安心して働け

る雇用の場を増やし、子育て

や教育環境を充実させ、人口

減少の抑制に取り組んでいく。

　　市外から人を呼び込み、

転入者を増やすための取組は。

　　本市の強みである魅力あ

る産業・企業の立地、子育て、

教育、医療、福祉の充実及び

抜群の交通アクセスを前面に

打ち出すことが効果的であり、

都内にある、ふくおかよかと

こ移住相談センターと連携し

た移住相談や移住フェアへの

出展のほか、福岡市内でのＰ

Ｒ活動を行っている。

　また、移住希望者に向けて、

お試し居住や、住宅情報の提

供などに加え、今年度からは

東京圏内の大学等を卒業後、

本市に移住し、福岡県内の企

業へ就職する学生を対象に、

地方就職学生支援制度を創設

するなど、経済的支援も強化

している。

　　　　本市で生まれ育った

若い世代が就職し、本市に住

み続けた際の支援策の検討を。

まちなかの再生と活性化

　　まちなか活性化に欠かせ

ない商業振興と企業誘致の状

況を聞きたい。

　　商業振興の取組として、

空き店舗等の改修やイベント

開催などの支援を行っている。

　企業誘致では、１月にＷＥ

Ｂ制作や求人支援システムの

開発・運用などを行う企業が

大牟田駅周辺にオフィスを開

設し、４月には市内企業が新

栄町に福岡支社を移転するな

ど、まちなかの活性化につな

がる動きが広がっている。

　　公・民・学の連携組織で

あるアーバンデザインセンタ

ーおおむたの取組状況は。

　　令和８年度事業計画では、

大牟田駅周辺エリア事業にお

けるＪＲ貨物線路跡地利活用

に向けた取組、組織の公的位

置づけ強化のための都市再生

推進法人の指定、事業者や商

店街等の地域のニーズを把握

し、官民や民間で取り組む事

業をまとめたプランの作成な

どが進められる。

自主財源の確保に向けた

市有地の処分

　　市有地の売却による収入

確保の必要性に対する考えは。

　　使用の見込みがない市有

地を行政財産から普通財産に

整理した上で、計画的に売却

や貸付等を行っている。昨年

度からは、市営住宅や学校の

跡地など大型物件の売却にも

積極的に取り組むとともに、

今年度からは、一般競争入札

の回数を増やすことや、常時、

公募期間の拡大などを実施し、

売却を進めている。今後とも

計画的かつ着実に売却を進め、

自主財源の確保に努めたい。

　　学校や市営住宅跡地など

の大型物件では長年売却が進

んでいないが、課題は何か。

　　大型物件の売却は、多く

の隣接者などとの境界確定が

必要になることや、隣接地と

の接道や給排水先の確保、過

去の経緯による慣行的な通行

権、占用物の取扱いの整理、

既存施設の解体など、多岐に

わたる課題があり、その解決

に時間を要している。

　今後は、関係課で連携して

課題を計画的に解決し、民間

事業者の知見を活用した売却

条件の検討などを行うことで、

計画的かつ着実に進めたい。
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